
帯広圏都市計画地区計画の変更（帯広市決定） 

 

都市計画西２０条北地区地区計画を次のように変更する。 

 

１ 地区計画の方針 

 名   称  西２０条北地区地区計画 

 位   置   帯広市西１９条から西２１条の北１丁目から北３丁目までの一部 

 区   域   計画図表示のとおり 

 面   積   約４８．９ha 

地区計画の目標 

当地区は、帯広市の中心部から北西約５kmに位置しており、都市計画道

路「工業団地通」「栄通」「北２線通」「西９号通」に接する交通の利便

性に恵まれた地区であり、現在、組合施行の土地区画整理事業が計画され

ている。 

 そこで、本計画では、当該土地区画整理事業の事業効果の維持・増進を

図り、事業後に予想される建築物の用途の混在や敷地の細分化などによる

業務環境の悪化を未然に防止し、良好な業務市街地の形成を図ることを目

標とする。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の

方針 

 当該土地区画整理事業の土地利用計画を基本としつつ、地場産業の製造

加工業、流通関連業等を主体とした業務地にふさわしい土地利用を図る。 

地区施設の

整備の方針 

 地区内の区画道路については、当該土地区画整理事業により整備され 

るので、その機能の維持・保全を図る。 

建築物等の

整備の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、建築物等に関する制限を

次のように定める。 

１ 地場産物の製造加工業、流通関連業等を主体とした業務地としての 

業務機能の増進が図られるよう、地区の土地利用にふさわしい「建築 

物等の用途の制限」を定める。 

２ 地場産物の製造加工業、流通関連業等を主体とした業務地として、 

ゆとりあるまちなみの形成と、健全で円滑な流通業務機能の確保を図 

るため、「建築物の敷地面積の最低限度」を定める。 

 

３ 敷地の道路及び隣地に面する部分には、植裁等による緑化が図られ 

るよう、「壁面の位置の制限」を定める。 

 

 



２ 地区整備計画 
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名 称   西２０条北地区 

区 域   計画図表示のとおり 

面 積   約４２．８ha 
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建築物等の用途の制限 
 次の各号に掲げる建築物及びこれに附属する建築物は建築

してはならない。 

 

（１）住宅（管理人住宅は除く。） 

（２）共同住宅、下宿 

（３）図書館、博物館その他これらに類するもの 

（４）神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

（５）物品販売業を営む店舗又は飲食店 

（６）上記以外の店舗 

（７）ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類 

   する政令で定める運動施設 

（８）マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売 

   所、場外車券売場その他これらに類するもの 

（９）カラオケボックスその他これに類するもの 

（10）畜舎 

（11）建築基準法別表第二(る)項第一号に掲げる建築物 

   ((25)(26)(27)(28)は除く。) 

建 築 物 の 敷 地 面 積 の 

最 低 限 度 
 ５００㎡ 

壁 面 の 

位 置 の 制 限 

１ 道路境界線（隅切部分は除く。）から、建築物の外壁又

はこれに代わる柱（以下「外壁等」という。）の中心線ま

での距離の最低限度は、都市計画道路｢工業団地通｣｢栄通｣

｢北２線通｣｢西９号通｣にあっては３ｍ、それ以外の道路に

あっては１ｍとする。 

  ただし、当該限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号の一に該当する場合は、この限りでな

い。 

 

(１) 車庫、物置その他これらに類する用途に供し軒の高

さが２．３ｍ以下であること。 

(２) 外壁等の中心線の長さの合計が４ｍ以下であるこ

と。 

 

２ 隣地境界線（隅切部分は除く。）から建築物の外壁等の

中心線までの距離の最低限度は１ｍとする。 

 ただし、当該限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が前項各号の一に該当する場合は、この限りでな

い。 

備        考 
 用語の定義及び面積等の算定方法については、建築

基準法及び同法施行令の例による。  

（理由） 
 改正建築基準法の施行により、条項ずれが生じることから、該当部分の変更を行うとともに、
所要の整理を行うため、地区計画の変更を行うものである。 







 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広圏都市計画地区計画の変更（帯広市決定）新 

 

都市計画西２０条北地区地区計画を次のように変更する。 

 

１ 地区計画の方針 

 名   称  西２０条北地区地区計画 

 位   置   帯広市西１９条から西２１条の北１丁目から北３丁目までの一部 

 区   域   計画図表示のとおり 

 面   積   約４８．９ha 

地区計画の目標 

当地区は、帯広市の中心部から北西約５kmに位置しており、都市計画道

路「工業団地通」「栄通」「北２線通」「西９号通」に接する交通の利便

性に恵まれた地区であり、現在、組合施行の土地区画整理事業が計画され

ている。 

 そこで、本計画では、当該土地区画整理事業の事業効果の維持・増進を

図り、事業後に予想される建築物の用途の混在や敷地の細分化などによる

業務環境の悪化を未然に防止し、良好な業務市街地の形成を図ることを目

標とする。 

区
域
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整
備
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発
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び
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全
に
関
す
る
方
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土地利用の

方針 

 当該土地区画整理事業の土地利用計画を基本としつつ、地場産業の製造

加工業、流通関連業等を主体とした業務地にふさわしい土地利用を図る。 

地区施設の

整備の方針 

 地区内の区画道路については、当該土地区画整理事業により整備され 

るので、その機能の維持・保全を図る。 

建築物等の

整備の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、建築物等に関する制限を

次のように定める。 

１ 地場産物の製造加工業、流通関連業等を主体とした業務地としての 

業務機能の増進が図られるよう、地区の土地利用にふさわしい「建築 

物等の用途の制限」を定める。 

２ 地場産物の製造加工業、流通関連業等を主体とした業務地として、 

ゆとりあるまちなみの形成と、健全で円滑な流通業務機能の確保を図 

るため、「建築物の敷地面積の最低限度」を定める。 

 

３ 敷地の道路及び隣地に面する部分には、植裁等による緑化が図られ 

るよう、「壁面の位置の制限」を定める。 

 

帯広圏都市計画地区計画の変更（帯広市決定）旧 

 

都市計画西２０条北地区地区計画を次のように変更する。 

 

１ 地区計画の方針 

 名   称  西２０条北地区地区計画 

 位   置   帯広市西１９条から西２１条の北１丁目から北３丁目までの一部 

 区   域   計画図表示のとおり 

 面   積   ４８．９ヘクタール 

地区計画の目標 

当地区は、帯広市の中心部から北西約５キロメートルに位置しており、

都市計画道路「工業団地通」「栄通」「北２線通」「西９号通」に接する

交通の利便性に恵まれた地区であり、現在、組合施行の土地区画整理事業

が計画されている。 

 そこで、本計画では、当該土地区画整理事業の事業効果の維持・増進を

図り、事業後に予想される建築物の用途の混在や敷地の細分化などによる

業務環境の悪化を未然に防止し、良好な業務市街地の形成を図ることを目

標とする。 
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土地利用の

方針 

 当該土地区画整理事業の土地利用計画を基本としつつ、地場産業の製造

加工業、流通関連業等を主体とした業務地にふさわしい土地利用を図る。 

地区施設の

整備の方針 

 地区内の区画道路については、当該土地区画整理事業により整備され 

るので、その機能の維持、保全を図る。 

建築物等の

整備の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、建築物等に関する制限を

次のように定める。 

１ 地場産物の製造加工業、流通関連業等を主体とした業務地としての 

業務機能の増進が図られるよう、地区の土地利用にふさわしい「建築 

物の用途の制限」を定める。 

２ 地場産物の製造加工業、流通関連業等を主体とした業務地として、 

ゆとりあるまちなみの形成と、健全で円滑な流通業務機能の確保を図 

るため、「建築物の敷地面積の最低限度」を定める。 

 

３ 敷地の道路及び隣地に面する部分には、植裁等による緑化が図られ 

るよう、「建築物の壁面の位置の制限」を定める。 

 



 

 

 

２ 地区整備計画 
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名 称   西２０条北地区 

区 域   計画図表示のとおり 

面 積   約４２．８ha 
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建築物等の用途の制限 
 次の各号に掲げる建築物及びこれに附属する建築物は建築

してはならない。 

 

（１）住宅（管理人住宅は除く。） 

（２）共同住宅、下宿 

（３）図書館、博物館その他これらに類するもの 

（４）神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

（５）物品販売業を営む店舗又は飲食店 

（６）上記以外の店舗 

（７）ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類 

   する政令で定める運動施設 

（８）マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売 

   所、場外車券売場その他これらに類するもの 

（９）カラオケボックスその他これに類するもの 

（10）畜舎 

（11）建築基準法別表第二(る)項第一号に掲げる建築物 

   ((25)(26)(27)(28)は除く。) 

建 築 物 の 敷 地 面 積 の 

最 低 限 度 
 ５００㎡ 

壁 面 の 

位 置 の 制 限 

１ 道路境界線（隅切部分は除く。）から、建築物の外壁又

はこれに代わる柱（以下「外壁等」という。）の中心線ま

での距離の最低限度は、都市計画道路｢工業団地通｣｢栄通｣

｢北２線通｣｢西９号通｣にあっては３ｍ、それ以外の道路に

あっては１ｍとする。 

  ただし、当該限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号の一に該当する場合は、この限りでな

い。 

 

(１) 車庫、物置その他これらに類する用途に供し軒の高

さが２．３ｍ以下であること。 

(２) 外壁等の中心線の長さの合計が４ｍ以下であるこ

と。 

 

２ 隣地境界線（隅切部分は除く。）から建築物の外壁等の

中心線までの距離の最低限度は１ｍとする。 

 ただし、当該限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が前項各号の一に該当する場合は、この限りでな

い。 

備        考 
 用語の定義及び面積等の算定方法については、建築

基準法及び同法施行令の例による。  

（理由） 
 改正建築基準法の施行により、条項ずれが生じることから、該当部分の変更を行うとともに、
所要の整理を行うため、地区計画の変更を行うものである。 

２ 地区整備計画 
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地 区 の 名 称   西２０条北地区 

地 区 整 備 計 画 を 定 め る

区 域  
 計画図表示のとおり 

地 区 整 備 計 画 の 区 域 の

面 積  
 ４２．８ヘクタール 
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建築物の用途の制限 
 次の各号に掲げる建築物及びこれに附属する建築物は建築

してはならない。 

 

（１）住宅（管理人住宅は除く。） 

（２）共同住宅、下宿 

（３）図書館、博物館その他これらに類するもの 

（４）神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

（５）物品販売業を営む店舗又は飲食店 

（６）上記以外の店舗 

（７）ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類 

   する政令で定める運動施設 

（８）マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売 

   所、場外車券売場その他これらに類するもの 

（９）カラオケボックスその他これらに類するもの 

（10）畜舎 

（11）建築基準法別表第二(ぬ)項第一号に掲げる建築物 

   ((25)(26)(27)(28)は除く。) 

建 築 物 の 敷 地 面 積 の 

最 低 限 度 
 ５００平方メートル 

建 築 物 の 壁 面 の 

位 置 の 制 限 

１ 道路境界線（隅切部分は除く。）から、建築物の外壁又

はこれに代わる柱（以下「外壁等」という。）の中心線ま

での距離の最低限度は、都市計画道路｢工業団地通｣｢栄通｣

｢北２線通｣｢西９号通｣にあっては３メートル、それ以外の

道路にあっては１メートルとする。 

  ただし、当該限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が次の各号の一に該当する場合は、この限りでな

い。 

 

(１) 車庫、物置その他これらに類する用途に供し軒の高

さが２．３メートル以下であること 

(２) 外壁等の中心線の長さの合計が４メートル以下であ

ること 

 

２ 隣地境界線（隅切部分は除く。）から建築物の外壁等の

中心線までの距離の最低限度は１メートルとする。 

 ただし、当該限度に満たない距離にある建築物又は建築

物の部分が前項各号の一に該当する場合は、この限りでな

い。 

備        考 
 用語の定義及び算定方法については、建築基準法及

び同法施行令の例による。  

（理由） 
 都市計画法及び建築基準法の一部改正に伴い、地区計画の変更を行うものである。 


